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　この資料は、平成15 年6 月5 日（木）の衆議院憲法調査会基本的人権の保障
に関する調査小委員会において、「基本的人権と公共の福祉」（国家・共同体・
家族・個人の関係の再構築の視点から）をテーマとする参考人質疑及び委員間
の自由討議を行うに当たっての便宜に供するため、幹事会の協議決定に基づい
て、衆議院憲法調査会事務局において作成したものです。
　この資料の作成に当たっては、①上記の調査テーマに関する諸事項のうち問
題関心が高いと思われる事項について、衆議院憲法調査会事務局において入手
可能な関連資料を幅広く収集するとともに、②主として憲法的視点からこれに
関する国会答弁、主要学説等を整理したつもりですが、必ずしも網羅的なもの
とはなっていない点にご留意ください。
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【参考】市民的及び政治的権利に関する国際規約前文
　　この規約の締結国は、
　　国際連合憲章において宣明された原則によれば、人類社会のすべての構成員の固
有の尊厳及び平等のかつ奪い得ない権利を認めることが世界における自由、正義
及び平和の基礎をなすものであることを考慮し、
　　これらの権利が人間の固有の尊厳に由来することを認め、
　　世界人権宣言によれば、自由な人間は市民的及び政治的自由並びに恐怖及び欠乏
からの自由を享受するものであるとの理想は、すべての者がその経済的、社会的
及び文化的権利とともに市民的及び政治的権利を享受することのできる条件が作
り出される場合に初めて達成されることになることを認め、
　　人権及び自由の普遍的な尊重及び遵守を助長すべき義務を国際連合憲章に基づ
き諸国が負っていることを考慮し、
　　個人が、他人に対し及びその属する社会に対して義務を負うこと並びにこの規約
において認められる権利の増進及び擁護のために努力する責任を有することを認
識して、
　　次のとおり協定する。
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【参考】切り札としての人権
　もともとアメリカの政治哲学者ロナルド・ドゥオーキン（Ronald Dworkin）が、
社会全体の利益に還元できず、それとは対立するにもかかわらずなお保障されねば
ならないものとしての権利を意味するものとして用いた概念。現在の憲法学におい
ては、憲法において保障された権利を、社会全体の利益に還元できず、社会全体の
利益に反してまでも保障されるべき、個人の自律的選択を保障する「人権」と、社
会全体の利益を実現するという「政策」的な配慮のために保障された「憲法上の権
利」とに区別した上で、前者を意味するものとして用いられることが多い。憲法に
よって保障された権利をこうした形で区別することによって、「人権」概念は実質的
に限定されると同時に、たとえばメディアによる私人に対する名誉毀損やプライヴ
ァシー侵害に関して、「表現の自由」対「プライヴァシー」といった形で憲法上等し
い価値の間での選択を問題にするのではなく、メディアが有する表現の自由は「憲
法上の権利」にすぎないのに対して、個人が有する名誉やプライヴァシーなどは「切
り札」としての「人権」に属するという形で、後者の優先性を導き出すことが容易
となる。ただし、この場合、しばしば誤解されがちだが、「憲法上の権利」なるもの
は、たしかに「切り札としての権利」である「人権」とは区別された、社会全体の
利益を実現するための「政策」的配慮に基づいて保障される権利にすぎないものの、
それはあくまで憲法レヴェルの「政策」的選択に基づいて保障される権利であって、
政治過程において時々の多数派が好き勝手に左右できるものではないことに注意す
る必要がある。（長谷部恭男編『憲法本41』328-329 頁）
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○ 公私二分論
「公私二分論」は、近代憲法学が自明視してきた家族関係に憲法＝人権保障を
及ぼさない考え方である。そもそも近代憲法は、最小限度の政府の役割を背景
にして形成された。アメリカでも、フランスでも、憲法は国民に自由を保障し、
政府はその濫用を規制し、国内的には必要最小限度の秩序を維持することをも
って足りるものと考えられていた。ここには、政府の公的な領域と政府の権限
の及ばない私的な領域を区別し、政府の権限がなるべく及ばないようにするこ
とを憲法の目的とする考え方があった。中山道子は、公私二分論を次のように
説明する。
　「「政治」対「家族」という形での近代的な公私二元論の思考枠組みの意義
を、世界に先駆けて、最も明確な形で提供した思想家は、ジョン・ロックであ
る。彼は、1690 年の『統治二論』において、社会を「政治社会」と「家族社
会」に分けて理解するべきことを宣言した。……このような定式自体は、もち
ろんアリストテレス（『政治学』）以来の古典的なものであったが、ロックにお
いては、それは特定の当面の目的に基づいて、新たに採用されたものであった。
家父長制的な王権神授説に基づいて絶対王政論を展開したサー・ロバート・フ
ィルマーの著作、『パトリアルカ』が、彼の死後、王党派の手によって1680
年に発表されたのに対して反駁を加えるため、つまり、封建制度が崩壊しつつ
ある中、近代的な政治意識の芽生えの中で台頭する絶対主義に対抗する契約主
義的な市民的統治理論を提示するためである。」（中山道子『公私二元論崩壊の
射程と日本の近代憲法学』1999, 法の臨界Ⅰ所収）
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〈参考　ロールズのリベラリズム〉
　現代リベラリズムの代表であるロールズは、次のように考える。
　「まず、共通の規範が存在しない状態を想定し、そこにおかれた人々がどのように
考え、どのような規範に合意するかシミュレーションをしてみようと言うのである。
このシミュレーションの場をロールズは原初状態（original posithion）と呼んでい
る。原初状態におかれた人々は自らの善の構想を合理的に追究しようとしている。し
かし、原初状態では資源が希少であるために、人々の間に不可避的に争いが生じるの
である。そこで人々はこの争いを調停するための規範を求めることになる。ここで規
範創出のためにロールズは原初状態に一つの道徳的制約をおく。この制約は「無知の
ヴェール」と呼ばれるものである。つまり、人々は共通の規範を構想する場合、自ら
自身についての特定情報（たとえば性差、年齢、能力、社会的地位等）を知らないと
されるのである。無知のヴェールという考えは突飛なものに思えるかもしれないが、
新規にゲームのルールをつくる時と同じことである。たとえば、トランプのポーカー
ゲームでカードの強さをゲームごとに変えるという方法を採用する場合を考えてみよ
う。この場合、カードの強さを任意に決めるのは、各プレーヤーにカードの配分がな
される前でなければならない。仮にカードを配り終わった後で、カードの強さを決め
るとなると、各プレーヤーは自分の手持ちカードを見て、自分に有利なルールを主張
することになる。つまり、ルールは自分に配られるカードについて無知な状態で決め
るのが公正なのである。原初状態での無知のヴェールの場合も同様である。自分につ
いての特定情報を知っていたら、自分に有利なルールを各人が主張することになり、
収拾がつかなくなるばかりか公正なルールができなくなってしまう。規範の公正さを
保障するのがこの無知のヴェールなのである。さらに無知のヴェールが設定されるこ
とで、人々は不確実性下におかれるとロールズは言う。その結果、人々は無知のヴェ
ールが除去された時、自らが最も惨めな状態におかれることを心配し、それを避ける
規範に合意するだろう、とロールズは主張する。


reflective equilibrium
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8-10 , 2000
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　次にロールズは原初状態という思考実験を人々の熟慮のプロセスの中に位置づけ
る。まず思考実験を通して得られた規範を各人のよく考えられた道徳的判断とつきあ
わせてみる。各人の判断と規範が合致すればそれは正当な規範となる。しかし一致し
ない場合がある。その時には、再度熟慮して自分の判断を修正するか、あるいは規範
を修正するかのいずれかの作業に取り組むことになる。規範の修正のためには、規範
を導き出す原初状態を構成する条件群の修正を行い、再度、シミュレーションを行な
い、規範を導出するのである。このような循環プロセスを経て、各人の判断と原理が
合致する均衡点を模索することで規範の正当化を行うのである。このプロセスをロー
ルズは「内省的均衡」（reflective equilibrium）と呼んでいる。このようなロールズ
の方法は、各人の熟慮のプロセスと合理的決定の理論とを結びつけるという斬新なも
のである。この方法の特徴は、第一に正義という規範の導出に各人の合意をおくとい
う点で社会契約論の伝統に立つものであること、第二に無知のヴェールによって、ど
んな善の構想をもつ人も合意できる規範が導出でき、それによって価値分裂した社会
において、各人の価値＝善から独立した規範が確定できる点にある。」
　「ロールズがこのような方法で正義という規範を提出しようとしたのは、一方では
……価値分裂が社会分裂に進まないため規範が必要であると考えたことと、他方で、
現代社会の規範の主流である（と、ロールズが考えている）功利主義が深刻な問題を
もっているとの判断があったことにある。ロールズが念頭においているのは、J.ベンサ
ムによって「最大多数の最大幸福」として定式化され、H.シジウィックらによって洗
練され、その後、現代経済学の基礎哲学となった功利主義である。
　ロールズが考える功利主義の問題点はおおよそ次の三点である。第一は「最大多数
の最大幸福」が少数者切り捨ての論理になりうることである。たとえば、誰かの自由
を犠牲にすることで社会全体の幸福の総量が増加するならば、功利主義は論理的にそ
のような犠牲を容認しかねないのである。第二は社会全体で総計化された幸福（満足）
を各人にどのように分配するのかについてコントロールする分配基準を持ち合わせて
いない点である。第三は幸福や満足の源泉を問題にしないことである。つまり、功利
主義は善の最大化をもって正＝正義とする目的論的論理なのである。ロールズはこう
した功利主義の難点を克服するために、まず正＝正義を定式化し、そのルールに抵触
しない限りにおいて、各人は自らの善の構想を自由に追究すべきと考える。このよう
な善に対する正の優先生を提唱する論理を義務論的論理と呼ぶ。ロールズは功利主義
にかわり社会の基本構造を規制する規範＝正義の原理として具体的に以下の二原理を
提案する。この二原理こそ先の思考実験ならびに内省的均衡によって導出され正当化
されるとロールズが考える原理なのである。
　第一原理　各人は基本的な自由の最も広い体系に対する平等な権利をもつべきであ
　　　　　　るが、このような自由の体系は他者の同様の体系と両立しなくてはなら
　　　　　　ない。
　第二原理　社会的、経済的不平等は次の二つの条件を満たしていなければならない。
　　　　　　(a)機会の公正な均等という条件の下で全員に開かれている公職や地位に
　　　　　　ともなうこと。(b)社会の最も恵まれない人の状況を改善すること。
　この正義の二原理は、いかなる善の構想をもっている人も合意でき、したがって、
価値が多元化した社会に社会統一をもたらすことができる規範であると、ロールズは
考えている。」（有賀誠・伊藤恭彦・松井暁『ポスト・リベラリズム　社会的規範理論
への招待』8-10 頁, 2000 年）※太字部分は、事務局において編集
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　社会契約論に基づき近代憲法が成立した後、19 世紀までは、自由放任主義（レッセ・
フェール）が自由主義の主流を形成した。しかし、1929 年の世界大恐慌を期に自由放
任主義は終焉を迎え（ケインズ『自由放任主義の終焉』）、個人の福祉の向上に対して
政府や社会が責任を持つべきであるとする現代リベラリズムが形成された。特に第二
次大戦後は、現代リベラリズムは先進国において福祉国家体制という形で結実するこ
とになる。このような現代リベラリズムの理論的支柱となったのがJ.ロールズであり、
R.ドゥオーキンである。
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